
 

 

Ⅰ.全体概要 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 



１．国際取引の実績・計画 

 

 
 

 
２. 貿易について（輸出） 

 

 
 
 

 
 

①ある

119社 33.1%

②ない

207社 57.7%

③関心はあるが、

実績・計画はない

32社 8.9%

④空白 1社 0.3%

国際取引の実績・計画の有無

①実績が

ある

78社 68.4%

②実績はな

いが、過去

実績あり

15社 13.2%

③実績はな

いが、将来

行いたい

21社 18.4%

輸出について、2016（平成28）年

（1～12月）の年間実績および今後の予

定

①食品

54件

43.2%

②機械・

金属 51

件 40.8%

③木材・

製紙 8件

6.4%

④技術・

サービス

1件

0.8%

⑦その他

12件

9.5%

輸出品目

輸出、輸入、海外進出・展開といった何らかの国際取引があると回答した企業は 119 社、

実績はないが、関心はあると答えた企業は 32 社であった。実績のある企業と関心のある企

業を合わせると、不明を除き全体の 42.0%であった。 

「輸出の実績がある」と答えた企業は 78社、実績はないが、将来(3 年以内程度)行いたい」

と答えた企業は 21 社であった。品目別には、輸出件数のうち食品が 42.9%、次いで機械・

金属が 40.5%であった。地域別では、アジアが全体件数の 68.6%を占め最も多く、欧州が

13.1%と続いた。国別には、中国(21.3%)、台湾 11.0%、韓国 10.3%が上位 3 か国となり、昨

年 2 位だったアメリカ合衆国は 11.7%から 8.8%に下がった。 



 

 
 
 
 

 

 

 
■今後の計画（輸出） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①直接取引

49社 41.2%

②親会社・商社等を

通じた間接取引

56社

47.0%

③直接と間接の併用

14社 11.8%

輸出形態

①中国

9社 12.9%

②ASEAN
6社 8.6%

⑨タイ

6社 8.6%

⑤香港

5社 7.1%

⑧欧州

5社 7.1%③ベトナム

4社 5.7%

⑥アメリカ合衆国

4社 5.7%

⑦台湾

4社 5.7%

④韓国

3社 4.3%

⑩アジア

3社 4.3%

⑪その他

21社 30.0%

輸出相手国

現行の輸出取引形態については、件数は「直接取引」が 41.2%、「親会社、商社等を

通じた間接取引」が 47.0%、「直接取引と間接取引の併用」が 11.8%であった。 

今後、輸出を新規に行う場合に重視する国・地域として挙げられたのは、中国

(12.9%)、ASEAN(8.6%)、ベトナム(5.7%)、韓国(4.3%)、香港(7.1%)等であった。 

なお、全ての ASEAN 諸国を足し上げると 31.4%となり、タイ、ベトナムなどのアセ

アン地域が重視されてきていることが窺えた。 



３. 貿易について（輸入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①実績がある

55社 64.7%

②実績はないが、

過去実績あり

9社 10.6%

③実績はないが、

将来行いたい

21社 24.7%

輸入について、2016（平成28）年 （1～12月）の年間実績および今後

の予定

①機械・金属

35件 44.9%

②食品

7件 9.0%

③木材・製紙

6件 7.7%

④家具・装飾品

3件 3.8%

⑤技術・サービス

2件 2.6%

⑦その他

25件 32.0%

輸入品目

「輸入の実績がある」と答えた企業は 55 社、実績はないが、将来(3 年以内程度)

行いたい」と答えた企業は 21 社であった。 

品目別には、輸入件数のうち機械・金属が 44.9%、食品が 9.0%（前年 20.8%から大

幅に減少）であった。 

アジアが全体件数の 92.1%を占め最も多く、国別では、中国(44.3%)、台湾(12.5%)、

韓国(10.2%)が上位 3 カ国となった。 



 

 

 

 

 

 

 
 

 

■今後の計画（輸入） 

 
 
 
 
 
 

 

 
 

 

①直接取引

42社 59.2%

②親会社・商社等を

通じた間接取引

15社 21.1%

③直接と間接の併用

14社 19.7%

輸入形態

⑥中国

4社 21.1%

⑧欧州

2社 10.5%

⑦ASEAN
2社 10.5%

④韓国

2社 10.5%

③ベトナム

2社 10.5%

①台湾

1件 5.3%

⑨その他

6件 31.6%

輸入相手国

現行の輸入取引形態については、件数は「直接取引」が 59.2%、「親会社、商社等を

通じた間接取引」が 21.1%、「直接取引と間接取引の併用」が 19.7%であった。 

今後、輸入を新規に行う場合に重視する国・地域として挙げられたのは、中国

(21.1%)、ベトナム、韓国、ＡＳＥＡＮ、欧州（いずれも 10.5%）が並んだ。アジア

地域は全の 84.2%を占めた。（※「その他」の詳細内訳の中のアジア諸国も含む。） 



４．海外進出・展開事業について 

 

■海外進出・展開事業の進出先 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

①中国

26社 47.3%

②台湾

6社 10.9%

③タイ

4社 7.4%

④韓国

4社 7.4%

⑤アメリカ合衆国

2社 3.6%

⑥フィリピン

2社 3.6%

⑦ベトナム

2社 3.6%

⑧ロシア

2社 3.6%

⑯その他

7社 12.6%

進出・展開先（国別）

⑤機械・金属

22件 47.8%

⑥技術・サービス

14件 30.4%

①食品

3件 6.5%

④家具・装飾品

1件 2.2%

⑦その他

6件 13.1%

主な製品・サービス

現在、海外進出・展開事業を行っている企業の進出・展開先としては、中国(47.3%)、

台湾(10.9%)、タイ(7.4%)、韓国(7.4%)などが上位を占めた。 

また、主な取扱製品・サービスとしては、機械・金属(47.8%)、技術・サービス

(30.4%)、食品(6.5%)などが上位を占めた。 

※技術・サービス…デザイン制作、ソフトウェア開発、介護、金融機関 など 

 



■進出・展開形態（複数回答） 

 
 
 
 
 

 
 

 

■今後の計画（海外進出・展開） 

 
 
 
 
 

 

 

５．自治体・公的機関による支援策について 

①駐在員

事務所

8社 15.4%

②100%出資

子会社

23社

44.2%

③支店

1社 1.9%

④合弁会社

8社 15.4%

⑤生産委託

10社

19.2%

⑥技術供与

2社

3.9%

進出・展開形態
1970年～

1979年

1社 2.0%

1980年～

1989年

2社 4.2%

1990年～

1999年

9社 18.8%

2000年～

2009年

24社

50.0%

2010年以降

12社

25.0%

進出・展開年

①中国

4社 14.3%

②ミャンマー

4社 14.3%

③台湾

2社 7.1%

④欧州

2社7.1%
⑤バングラデシュ

2社 7.1%

⑥ASEAN
2社 7.1%

⑦その他

12社 43.0%

予定相手国

進出・展開形態としては 100%出資子会社(44.2%)、生産委託（19.2%）、駐在員事務

所(15.4%)、合弁会社(15.4%)等であった。進出・展開年としては 2000～2009 年が 50.0%

と最も多く、次いで 2010 年以降（25.0%）で、2000 年以降の進出が顕著である。 

今後、海外進出・展開を新規に行う場合に重視する国・地域として挙げられたのは、

中国(14.3%)、ミャンマー(14.3%)、台湾(7.1%)等であった。東南アジア重視の傾向は

前年同様となった。ＡＳＥＡＮ諸国を足しあげると、35.7%となった。 



 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

６．海外展開の取組体制（人材、国際経済変動関連） 

 

必要とする支援策は、輸出では、「補助金等による初動経費の支援」（22.8%）、「市場調査、

海外展示会出展支援」(17.1%)、「情報収集・提供」(16.5%)、などが上位にあがった。 

輸入では、「市場調査、情報収集・提供」(29.5%)、「補助金や融資制度による初動経費の支

援」(27.3%)などが上位にあがった。 

海外進出・展開では、「補助金等による初動経費の支援」(25.3%)、「市場調査、情報収集・

提供」(17.7%)などが上位にあがった。 



■外国人材の雇用状況 

 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 

 

■外国人材雇用にあたっての課題・懸念事項 

  

①雇用済み

10社

9.8%

②現在雇用していない

が、今後雇用予定

20社

19.6%

③過去に雇用していた

が、現在は雇用してい

ない

5社

4.9%

④現在雇用していない

し、今後の雇用予定も

ない

67社

65.7%

雇用状況
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（件） 出身国・地域別／雇用状況

①雇用済み ②現在雇用していないが、今後雇用予定 ③過去に雇用していたが、現在は雇用していない

外国人材の雇用状況については、実際に雇用している企業は、有効回答中 9.8%にとど

まったが、今後雇用する予定の企業が 19.8%あり、雇用に関心が高まっていることが窺

える。 

雇用者の出身国は中国であると答えたのが 9社で最多だったが、これから雇用する予

定の人材の出身国としては、ベトナムと答えたのが 9社で最多だった。 

 

外国人材採用にあたっての課題・懸念として目立った回答は、言葉の壁（22.8%）と、

文化背景の違いによるトラブル（18.4%）、受け入れ部署の負担増（14.0%）という回答も

これにともなうものと考えられる。 

外国人材採用のノウハウがないという回答も 9.6%あった。 



 
 
 
 
 
 

 

 

  

①意思疎通面における

言葉の壁

31件 22.8%

②文化・価値観、考え方

の違いによるトラブル

25件 18.4%

③人事評価や処遇面に

おけるトラブル

13件 9.6%

④受け入れ部署の負担増

19件 14.0%

⑤在留資格の変更手続き

などの負担の増

17件 12.5%

⑥離職率の高さによる

周囲への影響

8件 5.9%

⑦優秀な外国人社員採用

のノウハウがない

13件 9.6％

⑧その他

10件 7.2%

課題・懸念事項



６－２．国際経済変動 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

①海外との取引限度額又

は割合を設定

2件 5.4%

②貿易保険等に

加入している

2件 5.4%

③輸入、輸出の両方を

実施

6件 16.2%

④複数の国との輸出、

輸入ルートを確保

7件 19.0%
⑤複数の国への

海外進出・展開

6件 16.2%

⑦正確な現地情報の

収集先の確保

8件 21.6%

⑧支援機関や

支援メニューの把握

3件 8.1%

⑨その他

3件 8.1%

行っている対策事項

国際経済変動に備えて行っている対策としては、正確な現地情報の収集先の確保

（21.6%）が最も多かったが、複数の国との輸出入ルートを確保する（19.0%）、複数の

国への海外進出・展開、輸入と輸出の両方を実施する（16.2%）といった、双方向の取

引や一国に頼らない方法が重視されていることが窺えた。 

また、「支援機関や支援メニューの把握」という回答も 8.5%あったが、「海外進出にお

ける撤退時のマニュアル整備」を挙げた回答はなかった。 


